
○幸田町紙おむつ給付要綱 

昭和６０年 

第１４号 

改正 平成９年第２０号 

平成１２年第２５号 

平成１３年第１３号 

（目的） 

第１条 この事業は、ねたきり高齢者及び重度身体障害者（児）等に紙おむつを給付すること

により、高齢者等を介護している家族の負担の軽減を図るとともに、要介護高齢者等の在宅

生活の継続及び向上を図ることを目的とする。 

（対象者） 

第２条 紙おむつの給付を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、次のとおり

とする。 

（１） おおむね要介護度が３以上で自力で排尿排便ができない在宅の高齢者又はその者を

介護している家族 

（２） 在宅の重度身体障害者（児）で自力で排尿排便ができないもの 

（申請） 

第３条 前条の規定に該当する者で紙おむつの給付を受けようとするときは、幸田町在宅福祉

事業利用申請書（様式第１号）に必要事項を記入し、町長に提出しなければならない。 

（給付の決定） 

第４条 町長は、前条に規定する申請書の提出があったときは、速やかにその内容を審査し、

その結果を幸田町在宅福祉事業利用決定（却下）通知書（様式第２号）により当該申請者に

通知する。 

（給付額及び給付方法等） 

第５条 市町村民税非課税世帯の対象者については、町の発行する４，０００円分の紙おむつ

券を交付する。 

２ 前項に該当しない対象者については、町の発行する２，０００円分の紙おむつ券を交付す

る。 

３ 給付の期間は、給付の決定日の属する月の翌月から給付事由に該当しなくなった日の属す

る月分までとする。 

（給付辞退届） 

第６条 給付を受けた者で第２条に規定する給付要件に該当しなくなったときは、速やかに幸

田町在宅福祉事業喪失（辞退）届（様式第３号）を町長に提出しなければならない。 



（給付台帳の整備） 

第７条 給付者の現状等を明確にするために紙おむつ給付台帳（様式第４号）を整備する。 

（給付を受ける者の責務） 

第８条 給付を受ける者は、交付された紙おむつ券を目的以外に使用してはならない。 

２ 交付された紙おむつ券は、他人に譲渡してはならない。 

（事業の委託） 

第９条 町長は、この事業を適正な執行が行われると見込まれる社会福祉法人等に委託するこ

とができる。 

２ 前項の規定により、事業を委託した場合に町長は、受託者から定期的に報告を求めるもの

とする。 

（雑則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、昭和６０年４月１日から実施する。 

附 則（平成９年第２０号） 

１ この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

２ この要綱施行の際、現にこの要綱に定める様式に相当する従前の様式があるときは、改正

後の要綱の規定にかかわらず、平成９年度に限りこれを使用することができるものとする。 

附 則（平成１２年第２５号） 

１ この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２条の規定にかかわらず、施行日の前日に紙おむつの給付を受けていた者及び

その者を在宅で介護している家族は、引き続き給付対象者とする。 

附 則（平成１３年第１３号） 

この要綱は、平成１３年４月１日から実施する。 



 



 



 



 



様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

 


